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（別紙一式） 

別紙第１号 移行幼稚園の概要 

別紙第２号 宜野湾市公私連携幼保連携型認定こども園運営条件 

      （宜野湾市立大謝名幼稚園・⾧田幼稚園） 

別紙第３号 申請書類第一式 

別紙第４号 第一次審査評価基準等 

別紙第５号 第二次審査評価基準等 

別紙第６号 スケジュール（予定） 

注意事項（必ずお読みください） 

１ 応募者は、本要項を熟読の上、各期日までに所定の手続きを行ってください。 

２ 施設見学会への参加及び参加意思表明書の提出は、原則、応募の必須条件となります。 

３ 本事業の実施にあたっては、必要に応じて例規等改正、予算措置及び設備の貸付等に係る

市議会の議決等を要する可能性があります。手続きの状況によっては、事業実施時期の変更

等の可能性がありますので、あらかじめご了承ください。なお、その場合であっても、本件

に関し、応募者が支出した費用等について、市は一切の補償の義務を負いません。 
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１ 募集の趣旨 

市では、市立幼稚園・保育所の課題への対応に向けた取り組みとして、令和６年２月に「宜野

湾市立幼稚園・保育所の認定こども園移行等に関する基本計画（以下「基本計画」という。）」

を策定し、全ての市立幼稚園を幼保連携型認定こども園へ移行していく予定です。 

今回、基本計画に基づき、令和９年度から宜野湾市立大謝名幼稚園及び⾧田幼稚園を公私連携

幼保連携型認定こども園へ移行するため、本市の幼児教育及び保育行政を理解し、質の高い教育

及び保育等を継続的かつ安定的に提供することができる運営事業者（以下「公私連携法人」とい

う。）を募集します。 

 

２ 移行対象施設 

（１）名称 宜野湾市立大謝名幼稚園（以下「大謝名幼稚園」という。） 

所在 沖縄県宜野湾市大謝名五丁目１２番１号 

詳細 別紙第１号－１「移行幼稚園の概要」①のとおり。 

  （参考情報）令和７年９月１日時点 

建築年度 平成１７年度 

主体構造 鉄筋コンクリート造  地上２階建て 

敷地面積 約2136㎡ 

建物延床面積 約808.39㎡ 

保育室・遊戯室 
保育室４室（約72.0㎡・約56.62㎡・約56.62㎡・約70.96㎡）、遊戯

室（約165.04㎡） 

利用園児数 
５歳児 １クラス ２８名（うち預かり保育２４名） 

４歳児 １クラス ３名（うち預かり保育２名） 

留意 特別な支援を要する園児数（４歳児：１名、５歳児：２名） 

（２）名称 宜野湾市立⾧田幼稚園（以下「⾧田幼稚園」という。） 

所在 沖縄県宜野湾市⾧田三丁目１９番１号 

詳細 別紙第１号－２「移行幼稚園の概要」②のとおり。 

  （参考情報）令和７年９月１日時点 

建築年度 平成１１年度 

主体構造 鉄筋コンクリート造  地上１階建て 

敷地面積 約1513.53㎡ 

「公私連携幼保連携型認定こども園」とは 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７

号。以下「認定こども園法」という。）第３４条第１項に規定する幼保連携型認定こども園の運営形

態の一つであり、市が、継続的かつ安定的に施設運営を行うことができる事業者を選定し、あらかじ

め事業者と協定を締結した上で、当該事業者を公私連携法人として指定し、必要な設備の貸付け、譲

渡その他の協力等を行い、市との連携の下、教育及び保育等を行う施設のこと。 
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建物延床面積 約556.41㎡ 

保育室・遊戯室 保育室３室（各約53.2㎡）、遊戯室（約140㎡） 

利用園児数 
５歳児 １クラス １２名（うち預かり保育１１名） 

４歳児 １クラス １１名（うち預かり保育７名） 

留意 特別な支援を要する園児数（４歳児：０名、５歳児：２名） 

 

３ 運営条件等 

（１）基本事項 

公私連携法人は、令和９年４月１日から市立幼稚園の既存園舎・園庭等を活用し、３歳児か

ら５歳児までを受け入れる公私連携幼保連携型認定こども園として運営を開始してください。 

なお、令和９年３月３１日までは市立幼稚園として運営・使用されます。 

（２）職員の継続雇用への配慮 

公私連携法人は、市立幼稚園に勤務する職員に対し、待遇等に関する説明会を開催してくだ

さい。 

なお、当該職員が希望する場合は、移行する公私連携幼保連携型認定こども園（以下「移行

園」という。）の正規職員として積極的に雇い入れを行ってください。 

（３）その他条件等 

別紙第２号「宜野湾市公私連携幼保連携型認定こども園運営条件（宜野湾市立大謝名幼稚

園・⾧田幼稚園）」のとおり。 

 

４ 応募資格等 

（１）応募資格 

応募することができる事業者は、次に掲げる要件を全て満たす者とします。 

① 私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人又は社会福祉法（昭

和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人であること。 

② 教育・保育への見識と経験を有し、十分な職員体制、社会的信望、経営基盤、技術的能力

等に基づき、継続的に安定した施設運営を行うことができる法人であること。 

③ 関係法令、通知、基準等を十分に理解・遵守し、市の幼児教育・保育施策について積極的

に協力するとともに、保護者、地域及び関係機関等との信頼関係を築くことができる法人

であること。 

④ 幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づいた教育・保育及び取組を実践すること。 

⑤ 次に掲げる事項については、いずれかに該当すること。 

（社会福祉法人の場合） 

(ア) 令和７年４月１日現在、宜野湾市内において認可保育所、認定こども園、学校教育法上

の幼稚園のいずれかを現に運営していること。 

(イ) 令和７年４月１日現在、沖縄県内において保育所型又は幼保連携型認定こども園を現に

運営していること。 
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（学校法人の場合） 

(ウ) 令和７年４月１日現在、沖縄県内において幼稚園型又は幼保連携型認定こども園を現に

運営していること。 

⑥ 本要項に基づく応募は、１法人につき１施設に限ります。 

⑦ 認定こども園法第３４条第１項に基づき、本市において公私連携法人として指定を受ける

ことができるのは、１法人につき２施設までとする。 

⑧ ⑤の施設において、過去３年以内に実施された所轄庁による指導監査等において、文書指

摘、勧告及び命令（以下「文書指摘等」という。）を受けていないこと。ただし、文書指

摘等を受けていた場合であっても、適正な改善報告がされている場合は、文書指摘等を受

けていない場合と同様の取扱いとします。 

⑨ 幼保連携型認定こども園の年間事業費（移行後に見込まれる公定価格分）の１２分の１以

上に相当する資金を普通預金等により保有していること。（参考：大謝名定員100人の年間

事業費の12分の1相当額は836万円程度、⾧田定員70人の年間事業費の12分の1相当額は806

万円程度） 

⑩ 「３ 運営条件等」を遵守できること。 

⑪ その他本要項に定める条件等を満たしていること。 

（２） 欠格事由 

応募をした事業者（以下「応募者」という。）が、次のいずれかに該当する場合は、審査対

象から除外し、又は失格とします。 

① 本要項に定める応募資格や条件等に反する内容で応募した場合。 

② 本件に関し、自己に有利な取扱いを求める働きかけを行うなど、特定の目的をもって選定

委員等に直接又は間接を問わず接触した場合。 

③ 応募書類等に虚偽の記載があった場合。 

④ 応募書類等の提出期限までに所定の書類が整わなかった場合。 

⑤ 応募書類等の提出後に、「４（１）応募資格」の要件を満たさなくなった場合。 

⑥ 地方自治法施行令第167条の４第２項（同項を準用する場合を含む）の規定により、本市に

おける一般競争入札等の参加を制限されている場合。 

⑦ 国税及び地方税を滞納している場合。 

⑧ 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立て又は破産

法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている場合。 

⑨ 宜野湾市暴力団排除条例（平成23年宜野湾市条例第14号）第2条に規定する暴力団及び暴力

団員である場合。 

⑩ 法人の代表者又は事業に従事する者が、禁固以上の刑に処せられ、その執行が終わってい

ない者がいる場合。 

⑪ その他不正な行為があった場合。 

 

５ 応募の手続き 

（１）募集要項等の配布・公表 
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① 配布期間 令和７年１０月１４日（火）から令和７年１２月１６日（火）まで 

② 配布場所 宜野湾市こども部こども政策課（庁舎別館２階） 

（ホームページからもダウンロードできます。） 

（２）施設見学会（事前申込制） 

施設見学会への参加は、応募の条件となりますので、原則、参加するようお願いします。 

① 申込期限 令和７年１０月２４日（金）１７時００分まで。 

② 申込方法 電子メールにて「施設見学会参加申込書（様式１）」を提出してください。 

③ 見学施設 大謝名幼稚園（宜野湾市大謝名）、⾧田幼稚園（宜野湾市⾧田） 

④ 見学日時 大謝名幼稚園：令和７年１０月２９日（水）９時３０分から 

    ⾧田幼稚園：令和７年１０月３０日（木）９時３０分から 

    ※どちらも1時間程度を想定しています。 

⑤ 注意事項 

(ア) 施設見学会への参加人数は、１応募者につき２名以内とします。 

(イ) 応募者多数の場合、参加人数及び見学日時を変更することがあります。その場合、各応

募者に対し、個別にご連絡します。 

(ウ) 駐車場に限りがございますので、１応募者につき1台とします。 

(エ) 市の許可がない限り、決められた見学日時以外の施設見学は禁止とします。 

（３）募集要項等に関する質問の受付 

①  受付期限 令和７年１１月５日（水）１７時００分まで。 

②  提出方法 電子メールにて「質問票（様式２）」を提出してください。 

③  注意事項 件名を「公私連携法人募集要項等に関する質問（○〇幼稚園）」としてくださ

い。 

（４）質問に対する回答 

① 回答日時 令和７年１１月１０日（月）以降 

② 回答方法 質問と回答を一覧とし、市ホームページに掲載します。 

 （回答については、質問者が特定できないよう加工をして公表します。） 

（５）応募書類等 

① 参加意思表明書 

(ア) 提出期限 令和７年１１月１７日（月）１７時００分まで。 

(イ) 提出書類 参加意思表明書（様式３）原本１部。 

(ウ) 提出方法 宜野湾市役所こども部こども政策課（庁舎別館２階）に持参又は郵送（期限

必着：郵送の場合は、発送した旨を電話連絡してください。） 

(エ) 注意事項 参加意思表明書の提出がない場合、原則、申請書類等一式を受理しません。 

② 申請書類等一式 

(ア) 提出期限 令和７年１２月１６日（火）まで。 

(イ) 受付時間 平日９時００分から１７時００分まで。 
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（１２時００分から１３時００分、土日・祝祭日を除く。） 

(ウ) 提出書類 別紙第３号「申請書類等一式」のとおり。 

(エ) 提出方法 宜野湾市こども部こども政策課（庁舎別館２階）に持参（事前に電話連絡し

てください。） 

（６）留意事項 

① 提出された応募書類等の不足・不備等について、市から指摘することはありません。提出

前に必要書類、部数等について確認するよう徹底してください。 

② 提出された応募書類等については、明らかな誤りや軽微な修正以外は差替え等を認めませ

ん。 

③ 提出された応募書類等の内容に関して、事務局において確認が必要と判断した場合、その

内容について聞き取り又は追加資料の提出を求めることがあります。 

④ 応募書類等の提出後、やむを得ず参加を辞退することとなった場合は、事務局に連絡の

上、速やかに所定の書類を届け出てください。 

⑤ 提出された応募書類等に関する情報公開は、宜野湾市情報公開条例等に基づき取り扱いま

す。 

 

６ 審査及び公私連携法人候補者の順位の決定 

（１）審査要領 

① 審査にあたっては、宜野湾市公私連携幼保連携型認定こども園公私連携法人選定委員会

（以下「委員会」という。）を設置し、別に定める審査要領等に基づく第一次審査（書類

審査）及び第二次審査（運営施設等視察・プレゼンテーション審査）による公平かつ客観

的な審査を行い、最も優れた提案を行った応募者を公私連携法人候補者（以下「候補者」

という。）として１施設ごとに特定し、第２順位の候補者も併せて選定します。 

② 応募者がいない場合又は審査の結果により最低基準点に達する応募者がいない場合等、本

件の趣旨を達成できないと判断した場合は、候補者の特定を行わない場合があります。 

（２）第一次審査（書類審査） 

① 応募者が１施設３者以内の場合、応募要件等の適否のみ審査します。応募者が１施設４者

以上の場合、別紙第４号「第一次審査評価基準等」にて審査項目及び審査基準を評価し、

第一次審査で３者以内に絞ります。 

② 審査の結果について、参加資格確認結果及び第二次審査に関する事務連絡を文書にて通知

します。 

（３）第二次審査 

第一次審査を通過した応募者に対しては、次のとおり、第二次審査を実施します。 

① 運営施設等視察（現地視察） 

(ア) 本視察は、必要に応じて実施することとし、実施にあたっては、応募者が現に運営して

いる教育・保育施設等を訪問し、教育・保育の取組について視察を行います。 

(イ) 本視察を実施する場合の実施日時等については、参加意思表明書提出後において各応募
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者と個別に調整することとします。 

② プレゼンテーション審査（企画提案審査） 

(ア) 実施日時は令和８年２月上旬以降を予定しています。 

 （詳細な日時及び会場等については、第一次審査の結果通知とともに案内します。） 

(イ) 審査時間は、プレゼンテーション２0分以内、質疑応答２５分以内を予定しています。

なお、応募者の数によっては、審査時間を変更することがあります。 

(ウ) プレゼンテーション審査への参加人数は３名以内とし、本事業に携わる責任者（法人の

代表者や施設⾧予定者等）は必ず出席すること。 

(エ) プレゼンテーションは企画提案書の内容に沿って説明を行うこととし、説明用に新たな

資料を追加提出することは認めません。 

（４）第二次審査における評価基準等 

別紙第５号「第二次審査評価基準等」のとおり。 

（５）審査結果及び候補者の決定 

① 委員会における審査結果を踏まえ、市において候補者の順位を決定します。ただし、最低

基準点に達する応募者がいない場合は、委員会において候補者の特定を行わないものとし

ます。 

② 候補者の決定に関しては、順位決定後速やかに、審査結果とともに各応募者に対し、書面

により通知するとともに、市ホームページにて第１順位の候補者名のみを公表します。 

 

７ 協定の締結及び公私連携法人の指定に係る手続き 

（１）仮協定の締結 

① 市は、第１順位の候補者と認定こども園法第34条第２項及びその他必要な事項について協

議し、協議成立後、候補者と仮協定を締結することにより、当該候補者を公私連携法人予

定者（以下「予定者」という。）とすることとします。 

② ①の協議が成立しない場合又は第１順位の候補者が辞退した場合、市は、第２順位の候補

者と協議し、協議成立後、仮協定を締結した上で、当該候補者を予定者とすることができ

ます。 

（２）協定の締結 

① 市は、認定こども園法第34条第２項に定める事項及びその他必要な事項に関して、市議会

の議決等必要な手続きを経た後に、予定者と協定を締結するものとします。 

② 協定の有効期間は、令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとします。 

③ 協定の有効期間の更新については、市と公私連携法人が協議の上、決定するものとしま

す。協議において、教育及び保育の安定的な継続性に鑑み、有効期間内における園の運営

状況が適切であり、かつ重大な事故や損失がなく、引き続き運営を行うことが適当である

と認められた場合に限り、市と公私連携法人と協議のうえ協定の更新ができるものとしま

す。 
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（３）公私連携法人の指定 

 協定の締結後、市は、当該予定者を認定こども園法第３４条第１項に規定する公私連携法人

として指定するものとします。 

（４）協定に定める事項（認定こども園法第３４条第２項抜粋） 

① 協定の目的となる公私連携幼保連携型認定こども園の名称及び所在地。 

② 公私連携幼保連携型認定こども園における教育及び保育等に関する基本的事項。 

③ 市町村による必要な設備の貸付け、譲渡その他の協力に関する基本的事項。 

④ 協定の有効期間。 

⑤ 協定に違反した場合の措置。 

⑥ その他公私連携幼保連携型認定こども園の設置及び運営に関し必要な事項。 

（５）公私連携法人の指定を行わない場合等の補償 

   協定の締結に関し、必要となる市議会の議決等が得られない場合又は予定者の責により市が

公私連携法人の指定を行わない場合等にあっては、予定者が本件のために支出した費用等につ

いて、市は一切の補償の義務を負いません。 

 

８ スケジュール 

別紙第６号「スケジュール（予定）」のとおり。 

 

９ その他留意事項 

（１）応募書類等の提出、施設見学会への参加その他本件に係る費用は、全て応募者の負担としま

す。 

（２）提出された応募書類等は、本件以外の目的には使用しません。また、理由の如何に問わず返

却しません。なお、審査に必要な範囲において無償で複製することができるものとします。 

（３）予定者は、保護者、地域住民等に対し、説明会を開催するなど、良好な信頼関係の構築に向

け、誠実に対応し、理解を得られるよう努めてください。 

（４）予定者は、園の設置にあたって必要な手続きを適宜、進めてください。 

（５）予定者は、本事業の実施を理由に、現に運営している教育・保育施設等を休止又は廃止しな

いでください。 

（６）本要項の応募条件やスケジュール等については、各種手続きの進捗状況等により変更となる

場合があります。その場合、変更の都度、情報提供を行います。 

（７）応募者がいない場合等により候補者の特定に至らなかった場合は、本要項を再整理し、改め

て募集を行うものとします。 

（８）本件に係る審査結果に対する異議申し立てや審査内容等に関する問い合わせは受け付けませ
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本件に関する問い合わせ及び各書類提出先（事務局） 

ん。 

（９）本要項の用語等は、市の解釈によるものとします。 

（10）本要項に定めるもののほか必要な事項は、市が別に定めます。 


